伊勢市国民健康保険運営協議会議事録

日　　時　　　平成28年２月18日（木）

　　　　　　　午後３時00分～午後３時50分

場　　所　　　市議会委員会室

出席委員　　　竜田和代、吉田進一、濱岸好夫、上之郷允子、雪岡　義

　　　　　　　寺田　晃、井上　理
　　　　　　　中村豊治、西山則夫、工村一三、世古口新吾、楠木宏彦
　　　　　　　岡出　康、千葉五郎
欠席委員　　　松葉　玲、小林裕典、後久正昭、平松和代
市出席者　　　（健康福祉部次長）江原博喜
　　　　　　　（医療保険課長）中居　渉、（副参事）山神一洋
　　　　　　　（健康課長）岩佐　香
　　　　　　　（国民健康保険給付係長）阿竹美幸
　　　　　　　（国民健康保険料係主幹）坂口元美
協議及び報告事項

　　　　　　　（１）副会長の選任について
　　　　　　　（２）平成27年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）について
　　　　　　　（３）平成28年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について
　　　　　　　（４）三重県市町国保広域化について

　　　　　　　（５）その他

（開会　午後３時00分）

○中居医療保険課長　　皆様、こんにちは。定刻になりましたので、ただ今から国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。
　委員の皆様におかれましては、何かとお忙しい中をお越しいただきまして、誠にありがとうございます。
　会議に入ります前に、昨年12月の市議会議員役員改選に伴い、公益を代表する委員に異動がございましたので御紹介申し上げます。

　公益を代表する委員のうち、吉井委員が交代をされまして、その後任に楠木委員が就任されました。なお、本日は保険医または保険薬剤師を代表する委員、松葉委員、小林委員、後久委員、被用者保険等保険者を代表する委員、平松委員が所用のため御欠席との連絡をいただいておりますので、御報告を申し上げます。

　それでは、協議事項に入ります前に、健康福祉部次長、江原が皆様に御挨拶を申し上げます。

○江原健康福祉次長　　皆さん、こんにちは。本日は委員の皆様におかれましては、何かとお忙しいところ、国保の運営協議会に御出席賜わりまして、誠にありがとうございます。また、平素は皆様それぞれのお立場で市政全般にわたりまして、御尽力を賜っておりますこと、この場をお借りいたしましてお礼申し上げます。

　御承知のように、平成30年度には都道府県が財政運営の責任主体となる国保制度改革が示され、三重県におきましても、いよいよこの国保広域化に向けての本格的な検討がスタートいたしました。

　この広域化に向けては、保険料率の扱いや給付事務の格差等、様々な課題・問題点の検討・調整が必要となってまいります。委員の皆様方には、今後、可能な限りその進捗状況等につきましても情報提供をさせていただきたいと思っております。

　また、当市の国民健康保険におきましても、ここ最近、療養給付費の伸びが顕著となっており、更なる医療費適正化に向けた取り組みが課題となってまいりました。委員の皆様には、引き続き、運営強化に向けての御協力を賜りますようお願い申し上げます。
　本日はお手元の事項書のとおり平成27年度国民健康保険の最終補正予算（案）、それから平成28年度の当初予算（案）ということで、御審議賜りたいと考えておりますので、何とぞよろしくお願いいたします。

○中居医療保険課長　　続きまして、本日御協議いただく資料の確認をさせていただきます。事前に郵送させていただいたものでございますが、まず、本日の事項書と、伊勢市国民健康保険運営協議会委員名簿でございます。

　続いて、資料№１、「平成27年度国民健康保険特別会計第２号補正予算総括表」。
　資料№２、「平成28年度国民健康保険特別会計当初予算総括表」。
　資料№３、「平成28年度国民健康保険料試算」。

　資料№４、「伊勢市国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ等（案）について」。

　資料№５、「平成30年度以降の国保財政運営の在り方の検討体制（イメージ）」。それと、本日お席に配付をさせていただきました、資料№５－１、広域化の参考資料でございます。以上が本日の資料なんですが、全てそろっておりますでしょうか。ありがとうございます。

　それでは、規定に従いまして、以降は西山会長に議長をお願いさせていただきます。西山会長、よろしくお願いいたします。

○西山会長　　会議に先立ちまして、一言御挨拶を申し上げたいと思います。本日は国民健康保険運営協議会を開催いたしましたところ、このように出席をいただきまして、本当にありがとうございます。
　本日御審議いただきます事項につきましては、既にお手元に配付させていただいたとおりでございます。よろしく御審議の上御決定いただきますようにお願い申し上げまして簡単ではございますが御挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。
　それでは、会議に入らせていただきますが、本日は18名中13名の御出席をいただいておりますので、会議は成立いたしております。なお、本日の議事録署名者につきましては、私のほうに御一任をいただきたいと思いますが、御異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○西山会長　　全員御異議のないようでありますので、私のほうで御指名申し上げます。雪岡委員、寺田委員の御両名にお願いをいたします。

　それでは、事項書に従いまして議事を進行いたします。事項書（１）の副会長の選任についてでございます。委員の交代に伴いまして空席となっております副会長の選挙を行いたいと思います。

　副会長の選挙につきましては、国民健康条例施行規則第３条第１項の規定によりまして、公益を代表する委員の中から、全員がこれを選挙することになっておりますが、選挙の方法につきましていかがいたしましょうか。

（「会長指名」との声あり）

○西山会長　　ありがとうございます。会長指名という声がございましたが、御異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）
○西山会長　　ありがとうございます。それでは指名をさせていただきます。副会長といたしまして、楠木委員を指名いたします。
　ただ今指名いたしました楠木委員を副会長の当選者と決定いたしまして御異議ありませんか。

（「異議なし」との声あり）
○西山会長　　ありがとうございます。全員異議なく御同意と認めます。よって楠木委員が伊勢市国民健康保険協議会副会長に当選されました。
　それでは楠木委員、席の移動をお願いいたします。

　それでは、楠木委員のほうから御挨拶をお願いいたします。

○楠木副会長　　ただいま副会長に御推薦いただきました楠木でございます。早々でありますけれども、会長を補佐し、その任務遂行に頑張ってまいります。どうぞよろしくお願いいたします。

○西山会長　　続きまして、事項書（２）平成27年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）並びに（３）平成28年度国民健康保険特別会計当初予算（案）につきまして、相関連いたしますので、以上２点を一括の議題といたします。

　当局より説明を願います。

○中居医療保険課長　　それでは、平成27年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）につきまして御説明申し上げます。

　手元の資料№１、「平成27年度国民健康保険特別会計第２号補正予算総括表」をご覧ください。１枚目が歳出、２枚目が歳入で、それぞれ左から項目、補正額、補正前予算額、補正後予算額、備考の欄となっており、金額は千円単位でございます。

　今般の最終補正につきましては、歳入歳出とも1,064万8,000円を増額いたしまして、補正後の予算総額を156億6,132万円とするものでございます。

　それでは、主な項目につきまして歳出から御説明を申し上げます。
　まず一番上の総務費では、一般管理費における人件費、287万5,000円、システム改修委託料、760万円の減額を見込み、計1,028万2,000円の減額といたしました。
　次に、その下の保険給付費は、全体で１億4,600万円の増額といたしました。これは前年度実績と本年度12月の支払い分までを比較しましたところ、一般被保険者の療養給付費が3.4％の増、高額療養費につきましては6.4％の増となっていることを考慮したものでございます。

　県内全般におきましても同様に、医療費、高額療養費の著しい増加が見られることから、国保連合会でレセプト状況等を分析しました結果、Ｃ型肝炎治療薬の新薬が保険適用になったことが大きく影響してることがわかりました。
　次に、共同事業拠出金では、国保連合会からの精算拠出金通知により、１億1,575万7,000円を減額いたしました。その下の保健事業費は、人件費等298万3,000円を減額いたしました。
　続きまして、２枚目の歳入をご覧ください。一番上の国民健康保険料でございますが、備考欄に記載しております最終調整見込み額と予定収納率によりそれぞれ調整を行い、合計で４億9,993万5,000円を減額し、補正後の予算額を25億1,911万7,000円としました。

　減額が大きくなっておりますが、これは後ほど説明をいたします繰越金、約４億円を保険料引下げに充当したことによるものでございます。
　次に、２つ下の国庫支出金は、主に歳出の療養給付費、高額共同事業拠出金の増により、7,570万円を増額いたしました。

　その下の療養給付費等交付金は、退職者医療制度に係るもので、社会保険診療報酬支払基金からの変更決定額通知書に基づき、588万5,000円を減額いたしました。

　次に、県支出金でございますが、こちらも国庫支出金と同様に、療養給付費、高額共同事業拠出金の増により、1,637万5,000円を増額いたしました。

　その下の共同事業交付金につきましては、歳出におけるそれぞれの拠出金の増減に伴い、高額医療費共同事業交付金で3,291万6,000円の増額、保険財政共同安全化事業交付金で、１億4,469万9,000円を減額いたしました。

　次に、２つ下の繰入金では、保険基盤安定繰入金、１億3,553万4,000円を増額いたしました。これは国の新たな財政支援分で、保険料の軽減対象となる低所得者数に応じて配分されております。

　次に、３つ下の繰越金でございます。これは平成26年度決算に基づき、剰余金の半分以上を基金に繰り入れた残額を平成27年度に繰り越すもので、補正後予算額を４億45万5,000円といたしました。

　これと１つ上の財政調整基金繰入金の６億円とを合わせた10億円を保険料の引き下げに充当しております。以上で、平成27年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）の説明を終わらせていただきます。

　続きまして、平成28年度国民健康保険特別会計当初予算（案）につきまして、御説明申し上げます。お手元の資料№２、「平成28年度国民健康保険特別会計当初予算総括表」をご覧ください。
　先ほどの補正予算と同様、１枚目が歳出、２枚目が歳入で、それぞれ左から項目、平成28年度予算額、平成27年度予算額、比較増減額、備考の欄となっており、金額は千円単位であります。

　平成28年度の当初予算総額につきましては、歳入歳出ともに156億7,196万5,000円で、前年度と比較いたしますと、１億3,177万2,000円、約0.8％の増となっております。
　それでは主な項目につきまして、歳出から御説明申し上げます。まず、一番上の総務費につきましては、一般管理費や電算事務管理費、徴収費などで、計１億9,320万1,000円を計上しております。

　次に、その下の保険給付費でございますが、先ほどの補正予算同様、平成27年度の医療費の伸びを考慮しまして、昨年度より１億5,612万1,000円の増となる、92億7,746万6,000円を計上しており、これは歳出総額の59.2％を占めております。

　主なものといたしましては、一番上の療養給付費が前年度比較で7,680万円増の80億6,880万円。その下の療養費は348万円減の6,630万円。２つ下の高額療養費は9,120万円増の10億5,110万円となっております。

　次に、５つ下の共同事業拠出金は高額医療費共同事業、保険財政共同安定化事業等で、36億1,365万5,000円を計上しております。

　これらは国保連合会が主体となって実施する、いわば再保険制度に係る市町保険者の負担金で、前年度までの伸び率等を勘案しまして推計されるもので、前年度よりも6,888万1,000円の増となっております。

　次に、その下の保健事業費では、被保険者の健康の維持・増進を図るために実施します特定健康診査や特定保健指導、医療費通知、ジェネリック医薬品利用差額通知などに係る費用として、１億9,796万2,000円を計上しております。また、これらのほか、予備費として4,000万円を計上しております。

　続きまして、２枚目の歳入をご覧ください。まず一番上の国民健康保険料でございますが、保険料の算出に当たりまして、一般の医療現年賦課分では、試算を経て設定いたしました賦課総額を基に軽減額を勘案し、また滞納繰越分につきましては、平成27年度からの繰越分を含めた調定見込みを推計し、それぞれ収納率を乗じて得た額を予算計上いたしております。
　また、国民健康保険税につきましては、合併前の二見町、小俣町に係る滞納繰越分等について予算計上したものでございます。
　保険料27億6,800万6,000円、保険税44万7,000円を合わせました、27億6,845万3,000円は、歳入総額の約17.7％となっております。

　この保険料の試算に関しまして、詳しくは後ほど資料３で御説明申し上げます。

　次に、国庫支出金でございますが、療養給付費等負担金、財政調整交付金等で、歳入総額の20％に当たる31億3,371万1,000円を計上しております。

　そのうち、療養給付費等負担金22億6,210万7,000円につきましては、一般被保険者分の保険給付費、後期高齢者支援金、介護納付金、前期高齢者交付金等を要素として、定率で算定されるものでございます。

　基本的には毎月概算で交付され、翌年度、実績報告に基づき過不足の精算が行われます。また、財政調整交付金につきましては、市町間の国保財政力の不均衡を調整するために交付されるもので、７億5,743万8,000円を計上しております。
　次に、２つ下の前期高齢者交付金でございますが、これは医療費負担の不均衡について、保険者間で財政調整を行うもので、前期高齢者の加入割合が全国平均よりも高い保険者に対し交付をされます。37億2,420万3,000円を計上しておりますが、これは歳入総額の約23.8％に当たります。

　次に、その下の県支出金でございますが、一番上の高額医療費共同事業負担金につきましては、国と同様、高額医療費共同事業への拠出金の４分の１が県から交付されるものでございます。
　また、財政調整交付金につきましても、国と同様、市町間の国保財政力の不均衡を調整するために交付されるもので、合わせて７億5,038万3,000円を計上しました。
　次に、その下の共同事業交付金でございますが、高額医療費共同事業交付金と、保険財政共同安定化事業交付金を合わせまして、歳入総額の約22.4％に当たる35億1,042万3,000円を計上しております。いずれも国保連合会から共同事業対象医療費に対して交付されるもので、高額医療費共同事業交付金は拠出金の98.5％、保険財政共同安定化事業交付金は拠出金の97％をそれぞれ見込んでおり、歳出の増額に応じて歳入も増加をしております。
　次に、２つ下の繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金や財政調整基金繰入金等で、14億6,997万4,000円を計上しております。

　財政調整基金繰入金につきましては、今回の予算編成に際しまして、歳入歳出を勘案した結果、財政上調整が必要な額として、６億円を基金から繰り入れるものでございます。

　なお、基金の現在高は17億6,851万810円で、この後、平成27年度決算で６億円の取り崩しを予定しておりますため、実際には残る約11億6,000万円のうちから６億円を取り崩し、繰り入れを行うこととしています。以上が歳出の主な内容でございます。

　平成28年度国民健康保険特別会計当初予算につきましては以上でございます。

　続きまして、平成28年度国民健康保険料の試算について、御説明を申し上げます。

　例年のことではございますが、今回の試算につきましても、前々年の平成26年中所得をベースにシミュレーションをしておりますため、あくまでも現時点での参考値ということで御理解をいただきますようお願いいたします。
　それでは、お手元の資料№３をご覧ください。ページ番号のない１枚目の横長の資料が総括表、次の１ページが医療分、２ページが後期高齢者支援金等分、３ページが介護分となっております。

　１ページの平成28年度国民健康保険料試算（医療分）から説明をさせていただきます。国民健康保険料額は、所得に基づく所得割、被保険者数に掛かる均等割、一世帯ごとに掛かる平等割で算定をし、医療分につきましては一般分をもとに料率を決定いたします。

　一般被保険者の保険給付費等の必要額から、国、県の療養給付費等負担金等の歳入を差し引いた不足額に、収納率を考慮した額が医療分の賦課総額となります。

　上段の表の一番下の段をご覧ください。平成28年度の一般分の賦課総額を22億5,406万3,000円と試算しております。これは平成27年度よりも１億230万6,000円の増となっております。この賦課総額を所得割、均等割、平等割、それぞれ50対35対15の比率で案分し、算定しましたところ、所得割の料率は、一番上でございますが、7.33％、均等割額は２万5,526円、平等割額は１万8,996円となりました。

　前年度との比較では所得割が0.71％の増、均等割は1,496円の増、平等割は936円の増となっております。

　続いて、下段の表の一人・一世帯当たり金額の調定額をご覧ください。医療分の一世帯当たりの調定額は、全体で10万2,929円、前年度比4,125円の増となります。また、一人当たり調定額は全体で６万2,705円、前年度比3,468円の増となります。
　続きまして、２ページをお願いいたします。後期高齢者支援金等分につきましても、医療分同様、一般分を元に料率を決定いたします。一般被保険者に係る後期高齢者支援金等の納付に要する費用の額から、療養給付費等負担金、国・県調整交付金等の歳入を控除した不足額に収納率を考慮して、賦課総額８億852万5,000円として試算いたしました。

　なお、基準所得金額、被保険者数、世帯数は医療分と同じ数値を使用しております。算定の結果、所得割額2.64％、均等割額9,156円、平等割額6,814円となります。

　一世帯当たりの調定額は全体で３万6,935円、前年度比3,654円の減、一人当たりの調定額は２万2,501円で、前年度比1,834円の減となります。

　続きまして３ページの介護分をご覧ください。介護分につきましては、介護保険第２号被保険者に当たる40歳から65歳未満の方が対象となります。

　介護納付金の納付必要額から療養給付費等負担金等の歳入を差し引いた不足額に収納率を考慮しまして、賦課総額を３億5,399万1,000円としました。

　算定の結果、所得割額は2.78％、均等割額１万1,646円、平等割額6,140円となります。一世帯当たりの調定額は全体で３万5,419円、対前年度比1,273円の増、一人当たり調定額は全体で３万600円で、対前年度比2,927円の増となります。

　この１ページから３ページまでの料率、一世帯・一人当たり調定額等を１枚にまとめましたのが戻っていただいた１枚目の試算表でございます。
　この１枚目の下の表の一世帯当たり全体の調定額合計をご覧ください。一世帯当たりの全体調定額は17万5,283円で、対前年度比1,744円の増。同じく一人当たり合計は11万5,806円で、対前年度比4,562円の増となっております。

　なお、冒頭でも説明をさせていただきましたが、今回の試算はあくまで平成26年中の所得に基づいておりまして、今回の金額や料率につきましては、平成28年度の本算定時の所得状況により変動いたしますことを重ねて御了解いただきますようお願いいたします。
　以上、簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。

○西山会長　　ただいま当局より２点一括で説明がございましたが、これにつきましての御意見ございましたらお願いいたします。

○楠木副会長　　今、御説明いただきましたけれども、一世帯当たりの保険料、これが上がっております。昨年５月時点で滞納世帯がどれだけあったかとお聞きしたんですけれども、2,782、加入世帯数が１万9,682ですので、率にしますと14％、つまり７軒に１軒ほどが保険料が払えていない状況となっております。

　その上で払えないと資格証明となるわけですけれども、そうすると10割負担となりますので医者に非常にかかりにくくなる。こういった皆さん方は当然納付相談にもいらっしゃると思いますし、こちらからも納付の相談をしていただいていると思うんですけれども、現状としましてどういった状況で払えなくなっているのか、それをどのように払えるように御案内をしていただいているのか、どういうふうな努力をしていただいているのかお聞きをしたいと思います。

○西山会長　　副参事。
○山神副参事　　滞納者の方との応対については、まず法定の７割、５割、２割の減免全免、それ以上の減額引き下げという方につきましては、非自発的に会社側から解雇された先業者の方については、所得を３割引きとした所定の基準に基づいた減額措置をさせていただいております。

　なお、被保険者の短期保険証なり、資格証明書の発行につきましては、特別な事情を十分聞いた上で、なおかつ担当職員のほうで悪質で滞納の明確な理由がない方につきましては厳しい評価をさせていただいております。
　なお、短期証、資格証の発行された方につきましては、短期証で平成26年６月１日時点で大体750名ほど、また資格証では550人ほどでしたが、９月に入りますと少し増えてきます。そしてまた６月になると200人ほど下がるということを繰り返しています。10月の保険証の切り替え時には770人ほどおりますが、その後特別な事情等により、私どものほうで何とか聴き取りをした上で200人ほど保険証を発行させていただいております。
　なお、資格証で10割負担の方につきましても、私どものほうで自宅訪問に行きまして、御病気とか、低所得で生活が苦しい方につきましては、年に数回家庭訪問等をいたしまして、納付指導を兼ねながら健康状態を確認しまして、万が一、脳卒中、心筋梗塞等がありましたら、滞納額の額の多い、少ないにかかわらず必ず御連絡くださいと、そういう御説明をして帰っております。以上でございます。
○楠木副会長　　ありがとうございます。現実として、こういう経済の状況の中で、どうしても払いたくても払えなくなっているというのがやっぱり多くなっているというふうに思います。

　これ、全ての市民に医療を保障すると、そういった大事な制度ですので、そこからあふれる人が出てしまうというのは、社会の質が問われるような問題となるかと思うんですね。やはり今こういう滞納が出ている状況の中で、資金もまだあるのにもかかわらず、保険料値上げをこのようにしているということで、私としましてはこれは承諾できないと御意見を申し上げます。

○西山会長　　他に御発言ございませんか。

（「なし」との声あり）

○西山会長　　御発言がないようでありますので、お諮りをいたします。

　それでは、平成27年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）並びに平成28年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について、採決をとらせていただきます。

　当局の原案どおり承認することに賛成の方は挙手を願います。

（賛成者挙手）

○西山会長　　ありがとうございました。賛成多数でございますので、当局の原案どおり承認をいたします。

　次に、事項書４の三重県市町国保広域化について、当局より説明を願います。

○中居医療保険課長　　続きまして、三重県市町国保広域化について御説明を申し上げます。

　お手元の資料№５と、本日追加の資料№５－１をご覧ください。

　まず、資料№５－１でございますが、これは厚生労働省保険局国民健康保険課が平成28年２月に作成いたしました、「国保改革の検討状況について」から抜粋したものでございます。
　まず、「国保運営の在り方の見直し（保険者の機能の強化）」としまして、「平成30年度から都道府県が当該都道府県内の市町村とともに国保の運営を担うこと」として、都道府県と市町村それぞれの役割が記載されております。

　都道府県は、「国保の財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保運営について中心的な役割を担うこととし、制度の安定化を図る」としております。

　具体的には、都道府県内の統一的な国保の運営方針の策定、国保運営協議会の設置、医療給付費等の見込みを立て、市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮した分賦金額の決定、市町村が参考とするための標準保険料率等の算定・公表、保険給付に要した費用の市町村への支払い、市町村が行った保険給付の点検、不正請求事案における不正利得回収等、市町村の事務負担の軽減、等となっております。
　対しまして、市町村においては、地域住民と身近な関係の中、被保険者の実情を把握した上で、地域におけるきめ細かい事業を行うこととしまして、標準保険料率等を参考にした保険料の賦課・徴収、分賦金の都道府県への納付、個々の事情に応じた資格管理・保険給付の決定、レセプト・健診情報を活用したデータ分析に基づくデータヘルス事業等の保健事業の実施、地域包括ケアシステムの構築のための医療介護連携等を担うこととなっております。
　その下の期待される効果としまして、運営の安定化を図り、全国の自治体において、今後も国保サービスを確保し、国民皆保険を堅持すること。また、標準事務システムの活用や統一的な国保の運営方針等により、市町村の事務遂行の効率化・コスト削減、標準化が図られると記載がされています。

　裏面に移っていただきまして、裏面上段は現行と改革後の県と市町の関係をイメージ化したもの、下は県と市町村それぞれの役割を表にしたものでございます。後ほど御参考にしていただければと存じます。
　続きまして、資料５をご覧ください。国のこうした方針を受けまして、三重県でも平成30年度の広域化に向けた具体的な検討が始まってまいりました。県の目指す方向性としましては、県民に対して公平な負担で良質な医療を提供する、市町国保の事業運営の広域化を図る、市町国保の財政運営の安定化を図ることとしまして、県と県内29市町で構成をする三重県市町国保広域化等連携会議での検討を開始しました。広域化に向けての個々の課題に関しましては、連携会議の下に４つの作業部会、国保財政運営部会、収納率向上部会、医療費適正化部会、事務標準化部会を設け、今月から検討作業に入りました。
　伊勢市は事務標準化部会に属しまして、資格適用の適正化や、給付事務の平準化等に積極的に関わっておるところでございます。

　検討作業は始まったばかりでございますが、今後、具体的な方針や保険料率等が示されてまいりましたら、逐次、委員の皆様にも御報告をさせていただきたいと思っております。

　以上、三重県市町国保広域化の取り組み状況につきまして御報告をさせていただきました。よろしくお願いいたします。
○西山会長　　ただ今の説明に対しまして、御発言はございませんか。

（「なし」との声あり）
○西山会長　　よろしいですか。今、課長がありましたように、具体策が出るかと思いますので、その際は逐次御報告をいただくことを重ねてお願い申し上げます。

○中居医療保険課長　　はい。

○西山会長　　ではこの程度で終わりたいと思います。次に、事項書のその他でございますが、事務局、何か説明ございますか。

○山神副参事　　資料№４のほうをご覧ください。この伊勢市国民健康保険料の条例改正のことについて御説明申し上げます。

　今回、国民健康保険料の賦課限度額の引き上げと、保険料軽減のための所得判定基準額の引き上げにつきましては、国において国民健康保険法施行令の改正に合わせ、３月市議会に議案として提出し、市の国民健康保険条例の一部改正を予定しております。

　３年連続の改正となりますが、改正のポイントといたしましては、国民健康保険料の賦課限度額を基礎賦課額、いわゆる医療分、後期高齢者支援分、それぞれ２万円ずつ引き上げ、全体の賦課限度額85万円を89万円とするものでございます。なお、介護分は据え置きとなっております。

　賦課限度額を高く設定すると、中間所得者層の負担を減少させる効果があります。また、協会けんぽや、健康保険組合等の被用者保険と比較しますと、賦課限度額に達する、また超える世帯の割合が多いことから、賦課限度額を高く設定すると、この割合を減らす効果があります。このことから、国の基準に合わせて、法定限度額どおりの改正とさせていただく予定でございます。

　次に、国民健康保険料の軽減する所得判定基準の引き上げについての条例改正でございますが、消費税の引き上げに伴う物価の動向を踏まえ、低所得者の保険料軽減のための基準所得を引き上げます。５割軽減、２割軽減となる対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者数の数に乗ずべき金額をそれぞれ26万円から26万5,000円、47万円から48万円に引き上げるものでございます。以上、今後予定しております国民健康保険料の賦課限度額の引き上げ及び保険料軽減のための所得判定基準の引き上げ等について、御報告申し上げました。御了解のほどよろしくお願いいたします。

　なお、資料４の１、２の各下にあります金額でありますが、限度額超過対象者のボーダーラインといたしまして、一人世帯はこの限度額の改正がない場合は収入約1,154万円以上の方が対象となりますが、今回改正となりますと、1,194万円以上と金額が上がってまいります。

　なお、２番の軽減する所得判定の基準の引き上げにつきましても、一人世帯の給与収入５割軽減の方につきましては、収入で98万円以下から99万円以下、２割軽減が収入133万円以下から135万円以下と、このように変わってまいります。よろしくお願いいたします。

○西山会長　　ただ今の説明に対しまして、御発言はございませんか。

（「なし」との声あり）
○西山会長　　よろしいですか。御発言がないようですので、その他につきましてはこの程度といたします。
　事務局、そのほか。

○山神副参事　　前回の委員会で、濱岸委員から伊勢市の収納率についての宿題をいただいておりました。平成26年度の収納率、現年分の状況ですが、県下29市町中、伊勢市は22位でございます。また、14市の中では８位でございます。ただし、市の中で６市、被保険者数が３万人以上の市が１つのグループとなっており、津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市の６団体の中で２位となっております。桑名市が収納率93.89％、伊勢市が92.25％ということで、この６団体のうちで２番目によいという状況になっております。

　過年度分の状況ですが、これも29市町中、過年度分は10位。14市中４位。６団体中は１位です。収納率は26.78％でございました。以上でございます。

○西山会長　　ありがとうございました。
　前回の宿題でございましたので御報告をしていただきましたが、よろしいですか。ありがとうございました。

　そのほか。

○中居医療保険課長　　事務局からもう１点、御報告をさせていただきたいと思います。データヘルス計画の取り組みの状況について御報告をさせていただきます。先ほど資料５の中に何回か出てまいりました、データヘルス事業という文言があったかと思うんですけれども、伊勢市でもその取り組みを現在進めております。これは国の指針により、保険者は健康医療情報を活用して、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を実施するために、データヘルス計画というものを作成して、保健事業の実施及び評価を行うということになっているものです。

　当初、本日その計画を皆様にお示しする予定でおりましたが、データの分析に予想以上に時間が掛かっておりまして、作成を間に合わせることができませんでした。この年度内、平成27年度中には完成をさせまして、次回８月の協議会で皆様にその計画をお示しをしました上で、平成28年度からその計画に基づいた取り組みを実施してまいりたいと考えておりますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。
○西山会長　　今、当局からそういった申し出がございましたので、次回の協議会で御報告いただくということでよろしいですか。
（「異議なし」との声あり）
○西山会長　　ありがとうございます。この際、委員の皆様方から御意見、御質問等がございましたらお出しいただきたいと思います。

（「なし」との声あり）
○西山会長　　よろしいでございますか。
　それでは皆様方から御意見、御質問もないようでございますので、本日の運営協議会を閉会させていただきます。長時間にわたりまして、慎重な御審議をいただきましてまことにありがとうございました。

（閉会　午後３時50分）

　　
－１－

